

○電波の利用状況の調査等に関する省令（平成十四年総務省令第百十号）新旧対照表　　　　　　　　　　　　　　（傍線部分は改正部分）

	改　正　案
	現　　　行

	
	

	　（用語）
	　（用語）

	第二条　この省令において使用する用語は、法及び無線通信規則第一条において使用する用語の例による。
	第二条　この省令において使用する用語は、法、放送法（昭和二十五年法律第百三十二号）及び無線通信規則第一条において使用する用語の例による。

	
	

	　（利用状況調査の調査事項等）
	　（利用状況調査の調査事項等）

	第五条　（略）
	第五条　（同上）

	２　（略）
	２　（同上）

	
	３　前項の規定にかかわらず、放送業務を行う無線局に係る第一項第五号に掲げる事項の調査は、施行規則第四十一条の規定に基づき提出された放送局の抄録に記載されている情報を整理することにより行うものとする。

	３～５　（略）
	４～６　（同上）

	６　総務大臣は、第二項、第三項及び前項に定める方法による調査を補完するものとして、自ら行う電波の発射状況の調査結果を活用することができる。
	７　総務大臣は、第二項から第四項まで及び前項に定める方法による調査を補完するものとして、自ら行う電波の発射状況の調査結果を活用することができる。

	
	

	（利用状況調査及び評価の結果の概要の作成及び公表） 
	（利用状況調査及び評価の結果の概要の作成及び公表）

	第七条　（略）
	第七条　（同上）

	　一　（略）
	　一　（同上）

	二　利用状況調査の結果が数値で得られる第五条第一項及び第三項に定める事項については平均値を算定することその他適切な方法によって処理すること。
	　二　利用状況調査の結果が数値で得られる第五条第一項及び第四項に定める事項については平均値を算定することその他適切な方法によって処理すること。

	三　（略）
	　三　（同上）

	２　（略）
	２　（同上）

	
	


　　　附　則
　（施行期日）
　１　この省令は、放送法等の一部を改正する法律（平成二十二年法律第六十五号）の施行の日（平成二十三年六月三十日）から施行する。
　（経過措置）
　２　この省令の施行の前に開始した利用状況調査については、この省令による改正後についても、なお従前の例によるものとする。
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